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教育資⾦の⼀括贈与に係る贈与税の⾮課税措置

⼩学校
⼊学資⾦

預⼊⾦

教育資⾦として⽀出

⼤学院
⼊学資⾦

⼝座（⼦・孫名義）親・祖⽗⺟

⼤学
⼊学資⾦

契約終了

※１ 受贈者が①23歳未満である場合、 ②学校等に在学中の場合、 ③教育訓練給付⾦の⽀給対象となる教育訓練を受講している場合には、加算の対象外。
※２ ⑴30歳に達した⽇（学校等に在学・教育訓練を受講中の場合を除く）、⑵30歳に達した⽇後に年間で学校等に在学・教育訓練を受講した⽇がなかった年の年末、⑶40歳に達

した⽇、⑷信託財産等が零になった場合において教育資⾦管理契約を終了させる旨の合意に基づき終了する⽇、のいずれか早い⽇
※３ 23歳以上の受贈者については、①学校等に⽀払われる費⽤、 ②学校等に関連する費⽤、③教育訓練給付⾦の⽀給対象となる教育訓練の受講費⽤に限定。
（参考）令和４年3⽉末時点の信託の利⽤実績 契約件数︓25万2,090件、信託財産設定額︓約1兆8,814億円

教育費の範囲
⼊学⾦、授業料、塾、習い事など※３

（⾦融機関が領収書等をチェック）

30歳到達時など※２

教育資⾦を
⼀括拠出

⾮課税

◯ 概 要︓親・祖⽗⺟（贈与者）が、⾦融機関（信託銀⾏・銀⾏等・証券会社）の⼦・孫（受贈者）名義の専⽤⼝座
に教育資⾦を⼀括して拠出した場合には、1,500万円まで⾮課税とする。

◯ 適 ⽤ 期 間︓平成25年４⽉１⽇〜令和５年３⽉31⽇
◯ 受 贈 者︓⼦・孫（０歳〜29歳、合計所得⾦額1,000万円以下）

◯ 贈与者死亡時︓死亡時の残⾼を相続財産に加算※１

◯ 契 約 終 了 時︓残⾼に対して、贈与税を課税
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教育資⾦贈与信託の受託状況

◯ 利⽤実績は、延べ252,090件、1.88兆円
◯ 新規契約数は、経済対策として導⼊された当初よりも減少し、⾜元１年間で8,962件、831億円（R4.3時点）
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新規信託財産設定額
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結婚・⼦育て資⾦の⼀括贈与に係る贈与税の⾮課税措置

結婚関係
資⾦

預⼊⾦

（結婚） （⼦育て）

育児関係
資⾦

⼝座（⼦・孫名義）親・祖⽗⺟

（出産）

出産関係
資⾦

契約終了

●結婚関係
挙式費⽤、新居の住居費、引越費⽤

●出産・育児関係
不妊治療費、出産費⽤、産後ケア費⽤
⼦の医療費、⼦の保育費

（⾦融機関が領収書等をチェック）

50歳到達時など※

結婚⼦育て資⾦
を⼀括拠出

⾮課税

※ ⑴ 50歳に達した⽇、⑵ 信託財産が零になった場合において結婚・⼦育て資⾦管理契約を終了させる旨の合意に基づき終了する⽇、のいずれか早い⽇
（参考） 令和４年3⽉末時点の信託の利⽤実績 契約件数︓7,363件、信託財産設定額︓約224億円

※

◯ 概 要︓親・祖⽗⺟（贈与者）が、⾦融機関（信託銀⾏・銀⾏等・証券会社）の⼦・孫（受贈者）名義の専⽤⼝座に
結婚・⼦育て資⾦を⼀括して拠出した場合には、1,000万円まで⾮課税とする。

◯ 適 ⽤ 期 間︓平成27年４⽉１⽇〜令和５年３⽉31⽇
◯ 受 贈 者︓⼦・孫（18歳〜49歳、合計所得⾦額1,000万円以下）
◯ 贈与者死亡時︓死亡時の残⾼を相続財産に加算
◯ 契 約 終 了 時︓残⾼に対して、贈与税を課税
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(注）信託協会公表の実績による。

◯ 利⽤実績は、延べ7,363件、224億円
◯ 新規契約数は、経済対策として導⼊された当初よりも減少し、⾜元１年間で153件、７億円（R4.3時点）

結婚・⼦育て資⾦贈与信託の受託状況
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住宅取得等資⾦に係る贈与税の⾮課税措置

3,000万円

1,500万円

H28.１⽉〜H31.３⽉

1,200万円
1,000万円

＋1,800万円

＋500万円

〔10％適⽤枠〕

H31.４⽉〜R２.３⽉ R２.４⽉〜R３.12⽉

消費税率引上げ
(R元年10⽉〜)

（注） 1 上図は、耐震性能・省エネ性能・バリアフリー性能のいずれかを有する住宅向けの⾮課税限度額。それ以外の住宅の⾮課税限度額はそれぞれ500万円減。
2 受贈者の年齢要件︓18歳以上
3 既存住宅は、①耐震基準に適合していること ⼜は②昭和57年以降に建築されていること が必要。
4 東⽇本⼤震災の被災者に係る⾮課税限度額は、令和５年12⽉末まで1,500万円（耐震・エコ・バリアフリー以外の住宅は1,000万円）。
5 原則として贈与を受けた年の翌年３⽉15⽇までに住宅を取得する必要がある。

H27.１⽉〜12⽉

1,500万円

契約締結⽇

 住宅⾯積︓床⾯積50㎡以上240㎡以下の住宅⽤家屋 (合計所得⾦額が1,000万円以下の者︓下限を40㎡以上に引下げ）

 受贈者 ︓直系卑属（合計所得⾦額2,000万円以下 など）

 適⽤要件

 ⾮課税限度額

贈与⽇

1,000万円

R４.１⽉〜R５.12⽉

◯ 親・祖⽗⺟等（贈与者）から住宅取得等の資⾦の贈与を受けた場合、⾮課税限度額まで⾮課税とする。
（令和５年12⽉31⽇までの措置）
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○ ⾮課税限度額の⽔準にかかわらず、適⽤件数はほぼ横ばいで推移。
（参考）令和３年度の住宅着⼯⼾数（持家・分譲住宅）は、約53万⼾。

住宅取得等資⾦に係る贈与税の⾮課税措置の適⽤状況

（注１）計数は、国税庁の報道発表資料による。
（注２）⾮課税限度額は、平成27年から令和３年までは住宅取得等に係る契約の締結時期、それ以外は贈与時期に応じて決まる⾦額。

適⽤件数（万件）

500万

1,500万

1,000万

1,500万

1,000万

1,500万
(R2.4~R3.12)
1,500万

(H31.4~R2.3)
3,000万

(H28.1~H31.3)
1,200万 1,200万

1,000万

10%適⽤枠

⾮10%適⽤枠
⾮課税限度額（最⼤）

1,200万

4.1

7.1
7.3

6.4

7.5

6.5 6.6
5.9 5.8 5.8 5.8 6.0

7.0

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3
１件当たり

適⽤額 468万 1,014万 813万 891万 769万 664万 933万 808万 787万 770万 942万 1,129万 921万
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経済社会の構造変化を踏まえた令和時代の税制のあり⽅（抄）

令和元年９⽉26⽇
政府税制調査会

第⼆ 令和時代の税制のあり⽅
２．働き⽅やライフコースの多様化等への対応
⑶ 資産再分配機能の適切な確保と資産移転の時期の選択に中⽴的な税制の構築
② 資産移転の時期の選択に中⽴的な税制の構築と格差固定化の防⽌

経済のストック化の進展に伴い、⾼齢世代における資産蓄積が顕著となっており、例えば⾦融資産保有残⾼は60歳代
以上に偏在する状況となっている。⾼齢化が進んだ結果、「⽼⽼相続」が増加しており、相続によっては消費意欲の⾼
い若年世代への資産移転が進みにくい状況になっている。
また、贈与税については、相続税負担の回避を防⽌する観点から⾼い税率が設定されているため、⽣前贈与に対して

⼀定の抑制が働いていると考えられる。平成15年度税制改正においては、暦年課税との選択制として、相続税・贈与税
の⼀体化措置である相続時精算課税制度が導⼊された。この制度を選択した場合、それ以降の税負担は資産移転の時期
の選択によらず⼀定となるため、⽣前贈与に対する抑制は働かないと考えられるが、必ずしも広く利⽤されている状況
ではない。
諸外国では、相続と⽣前贈与をより⼀体的に捉えて課税を⾏うことで、資産移転の時期の選択に対する税制の中⽴性

を確保している例が⾒られる。例えばアメリカでは、累積贈与額と遺産額を合わせた⽣涯の資産移転額に対する累進課
税を⾏うことで、資産移転の時期の選択に中⽴的な税制となっている。この結果、移転時期を操作することによる累進
回避もできず、⽣涯の税負担は⼀定である。また、フランスでは15年間、ドイツでは10年間の累積贈与額及び相続財産
額について、⼀体的に累進課税を⾏う制度となっており、累積期間内では資産移転の時期によらず税負担が⼀定となる。
我が国においても、こうした諸外国の例を参考にしつつ、相続税と贈与税をより⼀体的に捉えて課税する観点から、

現⾏の相続時精算課税制度と暦年課税制度のあり⽅を⾒直し、格差の固定化を防⽌しつつ、資産移転の時期の選択に
中⽴的な税制を構築する⽅向で、検討を進める必要がある。
他⽅、資産の早期移転による消費拡⼤を通じた経済の活性化を図るための時限措置として、各種の贈与税⾮課税措置

が設けられているが、限度額の範囲内では家族内における資産の移転に対して何らの税負担も求めない制度となってお
り、格差の固定化につながりかねない側⾯がある。機会の平等の確保の観点などを踏まえ、資産移転の時期の選択に中
⽴的な税制を構築していくことと併せて、これら各種の⾮課税措置のあり⽅についても検討していく必要がある。
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参考資料
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57.8%
42.2% 54.1%

5.1%

40.9%

29.7%

21.5%

2.9%
3.7%

1.3%

30.8%

1.6%

3.0%
1.3%1.2% 3.0%

所得課税

資産課税等

所得税

法人税

その他の
資産課税等

消費税

揮発油

酒税

その他の
消費課税

相続税・贈与税

直接税間接税等

消費課税

特別法人事業税

たばこ
税

15.0兆円

国税合計

70兆383億円

（一般会計＋特別会計）

関税

20.8兆
円

21.6兆円

（注） ★印は直接税、無印は間接税等

国税の内訳（令和４年度予算額）所得課税 所得税★

法人税★

地方法人税★

地方法人特別税★

復興特別所得税★

資産課税等 相続税・贈与税★

登録免許税

印紙税

消費課税 消費税

酒税

たばこ税

たばこ特別税

揮発油税

地方揮発油税

石油ガス税

航空機燃料税

石油石炭税

電源開発促進税

自動車重量税

国際観光旅客税

関税

とん税

特別とん税

国税の税⽬及び税収の内訳
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相続税が課税される財産等

課税遺産総額
（相続税額の計算の基礎となる⾦額） 基礎控除 債務控除 ⾮課税財産 等

⾮課税財産

課税価格の減額特例

 墓所・霊びょう等
 死亡保険⾦・死亡退職⾦

（500万円×法定相続⼈数を限度）
 相続⼈が国や公益法⼈等に贈与

（寄附）した相続財産

 ⼩規模宅地等の課税の特例
• 事業⽤宅地（400㎡まで80％減額）
• 居住⽤宅地（330㎡まで80％減額）

相続財産額︓17.4兆円（令和２年）

⼟地
34.7%

有価証券
14.8%

現⾦預⾦
33.9%

その他
16.6%

〔内訳〕
⼟ 地
有価証券

︓6.0兆円

︓2.6兆円

現⾦預⾦︓5.9兆円

そ の 他︓2.9兆円
※その他：家屋・構築物、⽣命保険⾦など

（注）国税庁統計年報書による。
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地価公⽰価格指数の推移と相続税の改正
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4,800万円
+

950万円
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5,000万円
+

1,000万円
×法定相続⼈数

3,000万円
+

600万円
×法定相続⼈数

14段階

（5億円超︓75%)

13段階

（5億円超︓70%)

13段階

（10億円超︓70%)

９段階

（20億円超︓70%)

６段階

（３億円超︓50%)

８段階

（６億円超︓55%)
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（％）

配偶者＋⼦２⼈

４.８％（平成15年度改正後（平成25年度改正前））

１４.２％（昭和63年度改正前）

９.０％（昭和63年度改正後）

５.６％（平成６年度改正後）

６.３％（平成４年度改正後）

６.８％（平成25年度改正後・現⾏）

（注）法定相続分により相続したものとして納付税額を計算し、負担割合を算出。

相続税の負担割合の推移


